
��������	
�

�

��� ������	�
���
�

���������

��� ������������ ������

�

�

 �!"#$�

�

� �� %&'()*+,-./!012345678/9:�

�

� �� ;<=>/?@ABCDE,<FGH�IJK�

�

� �� LMNOPQRSTUVW;XE<FYZ[���\]
\
�

�

 ^/_$�

�

� �� `abcdTefgTAhij�

�

� �� �	/'Dkl�

�

�

 mn/o,�!��$�

�

� � ��p�����	�q���
� ��������rs�

� � ��p������� ����� ������

�

�

�

�

�

�

�

tuv�vwxyz{|}�

~��������������]�����������������

�

�

��



 

定例記者会見定例記者会見定例記者会見定例記者会見    令和２年１２令和２年１２令和２年１２令和２年１２月月月月２４２４２４２４日日日日    開催開催開催開催 

 

会見項目会見項目会見項目会見項目№№№№１１１１    

避難行動要支援者名簿避難行動要支援者名簿避難行動要支援者名簿避難行動要支援者名簿のののの見直しと見直しと見直しと見直しと    

安否確認訓練安否確認訓練安否確認訓練安否確認訓練のののの実施実施実施実施    

 

市市市市ででででは、は、は、は、令和元年房総半島台風などの風水害の教訓を踏まえ、令和元年房総半島台風などの風水害の教訓を踏まえ、令和元年房総半島台風などの風水害の教訓を踏まえ、令和元年房総半島台風などの風水害の教訓を踏まえ、災害時の災害時の災害時の災害時の効果的な効果的な効果的な効果的な

安否確認につなげるため、高齢者安否確認につなげるため、高齢者安否確認につなげるため、高齢者安否確認につなげるため、高齢者やややや障害者障害者障害者障害者などなどなどなど避難避難避難避難時時時時に他者からに他者からに他者からに他者からのののの支援を必要とす支援を必要とす支援を必要とす支援を必要とす

る「避難行動要支援者名簿」の登録対象者る「避難行動要支援者名簿」の登録対象者る「避難行動要支援者名簿」の登録対象者る「避難行動要支援者名簿」の登録対象者のののの見直し見直し見直し見直しを行いを行いを行いを行いました。ました。ました。ました。    

見直しにあたり、見直しにあたり、見直しにあたり、見直しにあたり、新たに対象となる１，１４１人に、平常時から区長新たに対象となる１，１４１人に、平常時から区長新たに対象となる１，１４１人に、平常時から区長新たに対象となる１，１４１人に、平常時から区長やややや民生委員民生委員民生委員民生委員

などなどなどなどの地域の方々に情報提供することの地域の方々に情報提供することの地域の方々に情報提供することの地域の方々に情報提供することへへへへのののの意向や意向や意向や意向や状況状況状況状況をををを通知通知通知通知やややや電話、訪問電話、訪問電話、訪問電話、訪問などなどなどなどでででで確確確確

認認認認しました。しました。しました。しました。そのそのそのその結果、９８．６％の方々の結果、９８．６％の方々の結果、９８．６％の方々の結果、９８．６％の方々の意向意向意向意向がががが確認確認確認確認できできできでき、新規対象者の７割に、新規対象者の７割に、新規対象者の７割に、新規対象者の７割に

あたる方々を掲載しました。あたる方々を掲載しました。あたる方々を掲載しました。あたる方々を掲載しました。    

この方々を含めた新たな名簿は、この方々を含めた新たな名簿は、この方々を含めた新たな名簿は、この方々を含めた新たな名簿は、平常時から要支援者の把握平常時から要支援者の把握平常時から要支援者の把握平常時から要支援者の把握やややや見守りなどに見守りなどに見守りなどに見守りなどに地域地域地域地域

でででで使用使用使用使用してもらうため、してもらうため、してもらうため、してもらうため、今年９月から今年９月から今年９月から今年９月から配付しています。配付しています。配付しています。配付しています。    

１１月８日には、富山地区において、１１月８日には、富山地区において、１１月８日には、富山地区において、１１月８日には、富山地区において、各種団体（各種団体（各種団体（各種団体（行政区行政区行政区行政区やややや民生委員、赤十字奉仕民生委員、赤十字奉仕民生委員、赤十字奉仕民生委員、赤十字奉仕

団富山分団団富山分団団富山分団団富山分団、消防団、市役所、消防団、市役所、消防団、市役所、消防団、市役所））））が連携し、が連携し、が連携し、が連携し、この名簿を使用この名簿を使用この名簿を使用この名簿を使用した『安否確認訓練』が実した『安否確認訓練』が実した『安否確認訓練』が実した『安否確認訓練』が実

施され施され施され施され、、、、同同同同地区では、地域の安全・安心の確保には、自助・共助による取り組みが地区では、地域の安全・安心の確保には、自助・共助による取り組みが地区では、地域の安全・安心の確保には、自助・共助による取り組みが地区では、地域の安全・安心の確保には、自助・共助による取り組みが

大変重要大変重要大変重要大変重要であるであるであるであるとととと認識し認識し認識し認識し、各団体、各団体、各団体、各団体ととととの連携の連携の連携の連携やややや協働による災害連携の仕組みが構築さ協働による災害連携の仕組みが構築さ協働による災害連携の仕組みが構築さ協働による災害連携の仕組みが構築さ

れつつあります。れつつあります。れつつあります。れつつあります。    

今回実施された訓練では、今回実施された訓練では、今回実施された訓練では、今回実施された訓練では、各各各各団体から「団体から「団体から「団体から「様々な団体と協力して安否確認が素早く様々な団体と協力して安否確認が素早く様々な団体と協力して安否確認が素早く様々な団体と協力して安否確認が素早く

できた。できた。できた。できた。」」」」、「要支援者との顔つなぎができた。」、「要支援者との顔つなぎができた。」、「要支援者との顔つなぎができた。」、「要支援者との顔つなぎができた。」などの意見があり、などの意見があり、などの意見があり、などの意見があり、要支援者からは、要支援者からは、要支援者からは、要支援者からは、

「避難所まで行けないので、安否確認をしてくれてありがたい。」、「「避難所まで行けないので、安否確認をしてくれてありがたい。」、「「避難所まで行けないので、安否確認をしてくれてありがたい。」、「「避難所まで行けないので、安否確認をしてくれてありがたい。」、「自助を基本に、自助を基本に、自助を基本に、自助を基本に、

避難行動の大切さを理解できた。避難行動の大切さを理解できた。避難行動の大切さを理解できた。避難行動の大切さを理解できた。」」」」などなどなどなどの意見がの意見がの意見がの意見がよせられましたよせられましたよせられましたよせられました。。。。    

災害時は誰しもが被災のリスクを持っています。災害時は誰しもが被災のリスクを持っています。災害時は誰しもが被災のリスクを持っています。災害時は誰しもが被災のリスクを持っています。台風などはある程度事前にその台風などはある程度事前にその台風などはある程度事前にその台風などはある程度事前にその

規模が予想規模が予想規模が予想規模が予想できできできできますますますますので、ので、ので、ので、まずは自助でどこまでできるか家族まずは自助でどこまでできるか家族まずは自助でどこまでできるか家族まずは自助でどこまでできるか家族などなどなどなど身近な方々と話身近な方々と話身近な方々と話身近な方々と話

合い合い合い合いを行いを行いを行いを行い、、、、ごごごご近所近所近所近所の方々の方々の方々の方々にも自分の状況を知らせるような日頃からの備えをお願にも自分の状況を知らせるような日頃からの備えをお願にも自分の状況を知らせるような日頃からの備えをお願にも自分の状況を知らせるような日頃からの備えをお願

いいいいしたいとしたいとしたいとしたいと思います思います思います思います。。。。    

                                                                                                                                                                

【参考情報】避難行動要支援者名簿チラシ、【参考情報】避難行動要支援者名簿チラシ、【参考情報】避難行動要支援者名簿チラシ、【参考情報】避難行動要支援者名簿チラシ、富山地区地域災害対応連携チラシ富山地区地域災害対応連携チラシ富山地区地域災害対応連携チラシ富山地区地域災害対応連携チラシ等等等等    

【問い合わせ】 

＜避難行動要支援者名簿に関すること＞ 

南房総市 保健福祉部 社会福祉課 社会福祉係  担当者：田村、佐藤 

電話：0470-36-1151 ＦＡＸ：0470-36-1133 ｅ-mail アドレス：shakai@city.minamiboso.lg.jp 

＜富山地区安否確認訓練に関すること＞ 

南房総市 市民生活部 市民課 富山地域センター  担当者：杉田、能重 

電話：0470-57-2511 ＦＡＸ：0470-57-3002 



避難行動要支援者名簿

市では、災害が発生したとき又は発生するおそれがあるとき（以下、
「災害発生時」）に、避難支援が必要と判断される方を掲載する避難行動
要支援者名簿を作成しています。

主 な 変 更 内 容

変更前 変更後

対
象
者

① ７５歳以上単身世帯
② ７５歳以上複数世帯
③ 要介護３以上
④ 身体障害者手帳１、２級
を所持する方

⑤ 療育手帳Ａ又はⒶを所持
する方

⑥ 精神保健福祉手帳１級を
所持する方

⑦ 上記以外の方で、支援
を必要とする方

① ６５歳以上単身世帯かつ介護保険の介護度を持つ方
② ６５歳以上の高齢者のみ世帯かつ介護保険の介護度を持つ方
③ 要介護３以上の方
④ 身体障害者手帳を所持する次のアからクの方

ア 視覚障害１級、２級
イ 聴覚障害２級
ウ 上肢機能障害１、２級
エ 下肢機能障害１、２級
オ 体幹機能障害１、２級
カ 乳幼児期以前の非進行性脳病変による運動機能障害
１、２級

キ 呼吸器機能障害１、３級
ク 音声機能、言語機能又はそしゃく機能の障害３、４級

⑤ 療育手帳Ａ又はⒶ
⑥ 精神保健福祉手帳１級
⑦ 自主防災組織、行政区、民生委員・児童委員が支援の必要を

認める方で、名簿の掲載を希望する方
⑧ ①から⑦以外で災害発生時の避難行動に配慮が必要な

方のうち、名簿掲載を希望する方

掲
載
者

上記①～⑦のうち、掲載に同
意した方

● 上記①～⑥のうち、掲載に不同意の意思表示をしない方（市
が同意を求めた場合において、本人の不同意の意思が明示され
ない場合は、本人が同意したと推定し、当該者を掲載）

● 上記⑦、⑧の掲載を希望する方

名簿の提供先名簿の掲載内容

(1) 氏名 (2) 生年月日
(3) 性別 (4) 住所又は居所
(5) 電話番号その他の連絡先
(6) 避難支援等を必要とする

理由（介護や障害の状況）
(7) 避難支援等の実施に関し

市長が必要と認める事項

渡す時期

災害のない平常時
※ 平常時から名簿（平常時用
名簿）を提供することで、地域
での見守りや災害発生時の迅速
な避難支援等に役立ちます。
災害時は「災害時用名簿（同

意・不同意者全員掲載）」を避
難支援に必要な限度で渡します。

○ 行政区
○ 民生委員・児童委員
○ 自主防災組織
○ 消防署 ○ 警察署
○ 社会福祉協議会
○ その他市長が認めるもの

名簿掲載の方法

変
更
後

①
か
ら
⑥
の
方

既に現名簿に掲載されている方 申請は不要

新規対象者 「同意書」または「不同
意書」を提出

上
記
以

外
の
方

既に現名簿に掲載されている方 「申請書」（避難行動要
支援者名簿登録申請書）
を提出

自ら掲載を希望する方

についてお知らせします

昨年発生した令和元年房総半島台風等の教訓を踏まえ、この名簿の運用方法等をより実効性の
あるものにするため、令和２年８月から次のとおり変更しました。

個人情報の取扱い

個人情報については、南房総
市個人情報保護条例等に基づき
適切な管理を行います。
また、名簿を提供する際は、

名簿提供者に対して取扱いにつ
いて説明します。



避難行動要支援者名簿は、避難支援等関係者に名簿情報を提供することで、地域での助け合い（共助）によって、
平常時の見守りや災害時の避難支援等に取り組むため、活用いただいているものです。
しかし、災害時は避難支援等関係者も被災者となるため、必ず支援してもらえるものでありません。まずは自分

の身は自分で守る（自助）の意識を高め、日頃から行政区や隣近所の皆さんとの関わりを深めるような取組みをお
願いします。

名簿掲載のお知らせ・変更の手続き等

◇名簿掲載のお知らせ◇
同意書、申請書の提出があった方、同意・不同意どちらの意思も明示しない方

については、市から要支援者本人に平常時用名簿に掲載した旨お知らせします。
※ 不同意書の提出があった方には、不同意書を受理した旨お知らせします。
◇手続きが必要な場合◇
○ 名簿掲載に同意したが、やはり不同意としたい場合

➡不同意書を提出
○ 入院、他市家族のところへ居住等で名簿対象でなくなった場合

➡抹消届出書を提出
○ 名簿の掲載内容に変更があった場合

➡ 変更届出書を提出

お問い合わせ
保健福祉部社会福祉課 ＴＥＬ３６－１１５１/ＦＡＸ３６－１１３３
Ｍａｉｌ shakai@city.minamiboso.lg.jp

各種申請書は、次
の窓口で入手・提
出できます。
・社会福祉課
・市民課
・朝夷行政センター
・各地域センター

平常時

見守り
・声かけ

・避難訓練の
お知らせ等

災害時

安否確認
・避難支援等

④名簿の取扱い
に関する
協定の締結

⑤平常時用名簿
の提供、更新
等情報共有

避難行動要支援者への意思確認と避難支援等関係者との情報共有の流れ

南房総市要介護認定者、障害者手帳等
をお持ちの方

（避難行動要支援者に該当）
①平常時用名簿への掲載
について同意・不同意の照会

②同意・不同意の回答
（同意書又は不同意書提出）

③登録完了した旨のお知らせ
名簿への登録

◎平常時用名簿の作成
➡避難支援等関係者に提
供。日頃の見守り、避難訓
練のお知らせ等に使用。

◎災害時用（不同意者含
む）名簿の作成
➡南房総市で保管。災害時
には避難支援等関係者に
提供し、安否確認等を依頼。

災害時に不安のある方

①申請書の提出

②登録完了した旨のお知らせ

②で不同意の意思が明示されな
かったときは、本人の同意を得てい
るものとして取り扱い平常時用名簿
に掲載できるものとします。この場
合も本人に通知します。



富山地区地域災害対応連携
「安否確認について」

避難行動要支援者の自宅に被害がなく、無事であっても、
要支援者を支援する介護者や保護者自身が被災し、負傷や
高齢により発災時は支援が必要となることが想定されます。
そういった状況やライフラインの供給が止まるなどした

場合、せっかく助かった避難行動要支援者であっても、そ
の後の自力生存が困難となる恐れがあります。
そのため、安否が未確認の避難行動要支援者がいる場合

には、避難行動要支援者名簿を活用し、在宅避難者等の安
否確認を行い、生命又は身体を災害から保護することを目
的とします。

◆地域災害対応連携とは
地域災害対応連携とは、「災害による被害を出来るだけ

小さくする取り組み」であり、特に必要とされるのは、災
害発生時の人と人との「助け合い」になります。助け合い
には３つあり、自分自身で自分の身を守る「自助」、家族
や地域の人など身近な人同士で助け合う「共助」、行政や
自治体がサポートを行う「公助」から成り立っています。
このことを災害への備え「減災」と言います。

◆安否確認の目的



地域災害対応連携「安否確認について」
◆誰を（対象者）
今回（令和２年度）は「避難行動要支援者」を対象

◆誰が
⾏政区（⾃主防災組織）を中⼼に⺠⽣委員児童委員、
赤十字奉仕団、消防団等

◆どんな時に
災害対策本部から指示があったとき
※ライフラインの供給が止まった時に指示の可能性が高い

◆どうやって

◆いつ

◆報告は

自身等の安全、周辺の安全が確認出来たら

災害時避難行動要支援者名簿に基づいて、在宅避難者を
安否確認する（※広域避難所や一時避難所に避難してい
る方を除く）

区⻑がまとめて、現地対策本部に報告する



 

 

 

 

令和２年１２月２４日 

定例記者会見定例記者会見定例記者会見定例記者会見    令和２令和２令和２令和２年年年年１２１２１２１２月月月月２４２４２４２４日日日日    開催開催開催開催    

 

会見項目会見項目会見項目会見項目№№№№２２２２    

    

小向ダムの渇水に伴う事業者向け説明会を開催小向ダムの渇水に伴う事業者向け説明会を開催小向ダムの渇水に伴う事業者向け説明会を開催小向ダムの渇水に伴う事業者向け説明会を開催    

    

今月２２日（火）今月２２日（火）今月２２日（火）今月２２日（火）午後７時から午後７時から午後７時から午後７時から和田コミュニティセンター３階市民ホールで、２３日（水）和田コミュニティセンター３階市民ホールで、２３日（水）和田コミュニティセンター３階市民ホールで、２３日（水）和田コミュニティセンター３階市民ホールで、２３日（水）

午後３時から午後３時から午後３時から午後３時から嶺南小学校体育館で嶺南小学校体育館で嶺南小学校体育館で嶺南小学校体育館で、、、、断水の可能性がある丸山地区、和田地区の商工事業者向断水の可能性がある丸山地区、和田地区の商工事業者向断水の可能性がある丸山地区、和田地区の商工事業者向断水の可能性がある丸山地区、和田地区の商工事業者向

けけけけにににに説明会を開催しました。説明会を開催しました。説明会を開催しました。説明会を開催しました。    

説明会では小向ダム渇水の現状や対策のほか、事業者向けの支援制度説明会では小向ダム渇水の現状や対策のほか、事業者向けの支援制度説明会では小向ダム渇水の現状や対策のほか、事業者向けの支援制度説明会では小向ダム渇水の現状や対策のほか、事業者向けの支援制度、、、、事業者用事業者用事業者用事業者用のののの給水所給水所給水所給水所

設置について設置について設置について設置について説明し説明し説明し説明し６５６５６５６５名（２２日名（２２日名（２２日名（２２日３５名３５名３５名３５名、２３日、２３日、２３日、２３日３０３０３０３０名）名）名）名）の参加がありましたの参加がありましたの参加がありましたの参加がありました。。。。    

    

主な説明内容は以下の４点です。主な説明内容は以下の４点です。主な説明内容は以下の４点です。主な説明内容は以下の４点です。    

（１）（１）（１）（１） 渇水の現状と対策について渇水の現状と対策について渇水の現状と対策について渇水の現状と対策について    

・貯水率と断水の見通し・貯水率と断水の見通し・貯水率と断水の見通し・貯水率と断水の見通し    

・小向ダムへの原水給水状況・小向ダムへの原水給水状況・小向ダムへの原水給水状況・小向ダムへの原水給水状況        

・他エリアからの配管接続状況・他エリアからの配管接続状況・他エリアからの配管接続状況・他エリアからの配管接続状況    

（２）（２）（２）（２） 渇水に伴う給付金渇水に伴う給付金渇水に伴う給付金渇水に伴う給付金制度について制度について制度について制度について（詳細は別紙）（詳細は別紙）（詳細は別紙）（詳細は別紙）    

・・・・断水の可能性による影響を断水の可能性による影響を断水の可能性による影響を断水の可能性による影響を受けた事業者に月額受けた事業者に月額受けた事業者に月額受けた事業者に月額最大５０万円最大５０万円最大５０万円最大５０万円    

（３）（３）（３）（３） 渇水対策工事費等補助金渇水対策工事費等補助金渇水対策工事費等補助金渇水対策工事費等補助金について（詳細は別紙）について（詳細は別紙）について（詳細は別紙）について（詳細は別紙）    

        ・・・・節水や断水対策として事業者が実施した工事費、機器購入代、レンタル代に対する節水や断水対策として事業者が実施した工事費、機器購入代、レンタル代に対する節水や断水対策として事業者が実施した工事費、機器購入代、レンタル代に対する節水や断水対策として事業者が実施した工事費、機器購入代、レンタル代に対する    

補助金を月額最大１０万円補助金を月額最大１０万円補助金を月額最大１０万円補助金を月額最大１０万円    

（４）（４）（４）（４） 断水時の給水断水時の給水断水時の給水断水時の給水所設置所設置所設置所設置についてについてについてについて    

・・・・事業者向け給水所を白浜地区に事業者向け給水所を白浜地区に事業者向け給水所を白浜地区に事業者向け給水所を白浜地区に４４４４か所設置か所設置か所設置か所設置    

        ・給水所の水道料は無料・給水所の水道料は無料・給水所の水道料は無料・給水所の水道料は無料    

    

【参考情報】【参考情報】【参考情報】【参考情報】    

【お問い合わせ】 

南房総市商工観光部商工課商工振興係 担当者：金井 

電話：0０４７０－３３－１０９２ＦＡＸ：０４７０－２０－４２３０ 

ｅ-mail アドレス：shoko@city.minamiboso.lg.jp 

 



 渇水により営業に影響が生じる事業者のみなさま

 ・渇水対策工事費等の補助金：令和２年１１月２０日～令和３年３月まで（案件があれば遡及して支援）

　①「旅館業法、食品衛生法、美容師法、理容師法、クリーニング業法」に基づく営業をする事業者

・売上３０％以上減少で対象　（断水前の影響月は、水道使用量20パーセント以上減少も要件とします。）

・給付額は、１事業者につき１０万円～５０万円（１ヶ月あたり）

・該当月の翌月に支払い

・2月より（1月影響月分より）申請可能

＜売上減少額に対する給付金の率＞

業種

給付金の率

（％）

業種

給付金の率

（％）

卸売業 １０ 飲食業 ４０

小売業 ２０ 宿泊業 ５０

製造業 ３０

その他

サービス業

５０

・売上３０％以上減少で対象（断水前の影響月は、水道使用量20パーセント以上減少も要件とします。）

・１事業者あたり一律１０万円を給付金として交付（１ヶ月あたり）

・該当月の翌月に支払い

・2月より（1月影響月分より）申請可能

・事業用給水のための工事費、機器などの購入代、レンタル代

・2月より申請可能

4

　（切り回し工事費、蛇口付き給水タンク、ポンプ・受水槽・車両の購入費・レンタル代など）

・昨年分（９月以降を除く）月平均売上との単月比較により、１ヶ月ごとに支援

・１ヶ月につき、１０万円(３月までの合計で３０万円）を上限として交付（補助率５０％）

・昨年分（９月以降を除く）月平均売上との単月比較により、１ヶ月ごとに支援

３　給付金

 ・給付金：令和３年１月～３月（断水開始前の影響月を含む）

　（１）特定影響事業者に対する給付金

４　渇水対策工事費等の補助金（令和２年１１月２０以降実施分まで遡及して支援）

２　対象期間

　②製造業を営み、使用水量が日量1.0ｔ以上の事業者（平成30年第5期及び6期の平均値）

・売上差額の１０％～５０％（業種により異なる）を給付金として交付

　（２）渇水に伴う売上減少事業者に対する給付金(特定影響事業者以外）

渇水対策にかかる支援制度について

１　対象者

別紙

※領収書関係の保

管をお願いします。

※断水前の影響月は、月の初旬

と下旬にメーター確認（写真の保

存）をお願いいたします。

※平成３０年の同月との比較,

使用量は市で把握しております。

※断水前の影響月は、月の初旬

と下旬にメーター確認（写真の保

存）をお願いいたします。

※平成３０年の同月との比較,

使用量は市で把握しております。

※５０万円給付となる場合の売上減少額の目安／月

・卸売業：５００万円 ・飲食業：１２５万円

・小売業：２５０万円 ・宿泊業：１００万円

・製造業：１６６万円 ・その他サービス：１００万円



 

 

 

 

令和２年１２月２４日 

定例記者会見定例記者会見定例記者会見定例記者会見    令和２令和２令和２令和２年年年年１２１２１２１２月月月月２４２４２４２４日日日日    開催開催開催開催    

 

会見項目会見項目会見項目会見項目№№№№３３３３    

    

新型コロナウイルス対応中小企業向け給付金（第新型コロナウイルス対応中小企業向け給付金（第新型コロナウイルス対応中小企業向け給付金（第新型コロナウイルス対応中小企業向け給付金（第 3333 弾・弾・弾・弾・4444 弾）弾）弾）弾）    

    

これまで市では、コロナ禍における市内事業者の事業継続を支援するため、今年これまで市では、コロナ禍における市内事業者の事業継続を支援するため、今年これまで市では、コロナ禍における市内事業者の事業継続を支援するため、今年これまで市では、コロナ禍における市内事業者の事業継続を支援するため、今年 6666 月を第月を第月を第月を第

1111 弾、弾、弾、弾、9999 月を第月を第月を第月を第 2222 弾として、弾として、弾として、弾として、2222 回にわたって給付金制度を実施してきました。しかしながら、回にわたって給付金制度を実施してきました。しかしながら、回にわたって給付金制度を実施してきました。しかしながら、回にわたって給付金制度を実施してきました。しかしながら、

新型コロナウイルスによる影響が拡大・長期化する中、市内事業者においては、依然として新型コロナウイルスによる影響が拡大・長期化する中、市内事業者においては、依然として新型コロナウイルスによる影響が拡大・長期化する中、市内事業者においては、依然として新型コロナウイルスによる影響が拡大・長期化する中、市内事業者においては、依然として

厳しい経営状況が続いています。そのため、事業者の経営を引き続ききめ細かく支援し、活厳しい経営状況が続いています。そのため、事業者の経営を引き続ききめ細かく支援し、活厳しい経営状況が続いています。そのため、事業者の経営を引き続ききめ細かく支援し、活厳しい経営状況が続いています。そのため、事業者の経営を引き続ききめ細かく支援し、活

力を創出することで、地域経済の活性化を図るため、給付金制度を今後力を創出することで、地域経済の活性化を図るため、給付金制度を今後力を創出することで、地域経済の活性化を図るため、給付金制度を今後力を創出することで、地域経済の活性化を図るため、給付金制度を今後 2222 回にわたって実施回にわたって実施回にわたって実施回にわたって実施

します。します。します。します。    

１１１１    給付金は、今後、給付金は、今後、給付金は、今後、給付金は、今後、1111 月を第月を第月を第月を第 3333 弾、弾、弾、弾、3333 月を第月を第月を第月を第 4444 弾として弾として弾として弾として 2222 回の交付を予定しており、回の交付を予定しており、回の交付を予定しており、回の交付を予定しており、    

（１）第（１）第（１）第（１）第 3333 弾は、最大で弾は、最大で弾は、最大で弾は、最大で 50505050 万円を交付する給付金制度として、万円を交付する給付金制度として、万円を交付する給付金制度として、万円を交付する給付金制度として、    

・令和・令和・令和・令和 2222 年年年年 9999 月から月から月から月から 11111111 月までの月までの月までの月までの 3333 箇月間の売上げが、平成箇月間の売上げが、平成箇月間の売上げが、平成箇月間の売上げが、平成 30303030 年の同期間の売上と年の同期間の売上と年の同期間の売上と年の同期間の売上と    

比較して、比較して、比較して、比較して、30303030 パーセント以上減少した事業者を対象に、パーセント以上減少した事業者を対象に、パーセント以上減少した事業者を対象に、パーセント以上減少した事業者を対象に、    

・令和・令和・令和・令和 3333 年年年年 1111 月月月月 12121212 日から日から日から日から 2222 月月月月 26262626 日までを申込受付期間として実施します。日までを申込受付期間として実施します。日までを申込受付期間として実施します。日までを申込受付期間として実施します。    

（２）第（２）第（２）第（２）第 4444 弾は、弾は、弾は、弾は、    

・令和・令和・令和・令和 2222 年年年年 12121212 月から令和月から令和月から令和月から令和 3333 年年年年 2222 月までの月までの月までの月までの 3333 箇月間の売上げと、平成箇月間の売上げと、平成箇月間の売上げと、平成箇月間の売上げと、平成 30303030 年年年年 12121212 月から平月から平月から平月から平

成成成成 31313131 年年年年 2222 月までの月までの月までの月までの 3333 箇月間との売上げ比較による交付を予定しており、今後の経済箇月間との売上げ比較による交付を予定しており、今後の経済箇月間との売上げ比較による交付を予定しており、今後の経済箇月間との売上げ比較による交付を予定しており、今後の経済

情勢などを踏まえ、詳細を決定してまいります。情勢などを踏まえ、詳細を決定してまいります。情勢などを踏まえ、詳細を決定してまいります。情勢などを踏まえ、詳細を決定してまいります。    

・令和・令和・令和・令和 3333 年年年年 3333 月月月月 1111 日から日から日から日から 3333 月月月月 26262626 日までを申込受付期間として実施する予定です日までを申込受付期間として実施する予定です日までを申込受付期間として実施する予定です日までを申込受付期間として実施する予定です。。。。    

２．給付金制度の主な要件２．給付金制度の主な要件２．給付金制度の主な要件２．給付金制度の主な要件    

・中小企業者（中小企業基本法に基づく法人又は個人）・中小企業者（中小企業基本法に基づく法人又は個人）・中小企業者（中小企業基本法に基づく法人又は個人）・中小企業者（中小企業基本法に基づく法人又は個人）    

※※※※社会福祉法人、医療法人、ＮＰＯ法人を含む社会福祉法人、医療法人、ＮＰＯ法人を含む社会福祉法人、医療法人、ＮＰＯ法人を含む社会福祉法人、医療法人、ＮＰＯ法人を含む    ※※※※農業、林業、漁業を除く農業、林業、漁業を除く農業、林業、漁業を除く農業、林業、漁業を除く    

・市内に事業所を有する事業者・市内に事業所を有する事業者・市内に事業所を有する事業者・市内に事業所を有する事業者        

※市外に本社、本店等を有する事業者は市内に事業所及び市内雇用者を有すること。※市外に本社、本店等を有する事業者は市内に事業所及び市内雇用者を有すること。※市外に本社、本店等を有する事業者は市内に事業所及び市内雇用者を有すること。※市外に本社、本店等を有する事業者は市内に事業所及び市内雇用者を有すること。    

・市税等の滞納がないこと・市税等の滞納がないこと・市税等の滞納がないこと・市税等の滞納がないこと                    

・現に事業を営み、今後も継続して同事業を継続する意思があることなど・現に事業を営み、今後も継続して同事業を継続する意思があることなど・現に事業を営み、今後も継続して同事業を継続する意思があることなど・現に事業を営み、今後も継続して同事業を継続する意思があることなど        

３．３．３．３．受付窓口受付窓口受付窓口受付窓口    ※申請書類の提出は下記あてに、原則郵送でお願いします。※申請書類の提出は下記あてに、原則郵送でお願いします。※申請書類の提出は下記あてに、原則郵送でお願いします。※申請書類の提出は下記あてに、原則郵送でお願いします。    

・南房総市内房商工会・南房総市内房商工会・南房総市内房商工会・南房総市内房商工会    南房総市富浦町原岡南房総市富浦町原岡南房総市富浦町原岡南房総市富浦町原岡 918918918918    電話：電話：電話：電話：0470047004700470－－－－33333333－－－－2257225722572257    

・南房総市朝夷商工会・南房総市朝夷商工会・南房総市朝夷商工会・南房総市朝夷商工会    南房総市千倉町瀬戸南房総市千倉町瀬戸南房総市千倉町瀬戸南房総市千倉町瀬戸 2294 2294 2294 2294 電話：電話：電話：電話：0470047004700470－－－－44444444－－－－1331331331331111    

４．４．４．４．その他その他その他その他    

        ・交付要件の詳細・交付要件の詳細・交付要件の詳細・交付要件の詳細については、については、については、については、商工課商工課商工課商工課ににににおおおお問い合わせください。問い合わせください。問い合わせください。問い合わせください。    

    

【参考情報】【参考情報】【参考情報】【参考情報】    

【お問い合わせ】 

南房総市商工観光部商工課商工振興係 担当者：押元 

電話：0０４７０－３３－１０９２ＦＡＸ：０４７０－２０－４２３０ 

ｅ-mail アドレス：shoko@city.minamiboso.lg.jp 


